生駒市既存住宅解体工事補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、市内の住宅の耐震化を図り、また将来空き家となる可能性の高い住宅の発生を防ぐため、その所有者等が行う解体工事に要する費用の一部を予算の範囲内において補助することに関し、生駒市補助金等交付規則（平成２０年１０月 生駒市規則第１９号）に定めるほか必要な事項を定めるものとする。

（補助対象住宅）
第２条　補助金の交付対象となる既存住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次に掲げる要件の全てに該当する建築物とする。
(1)　建築基準法施行令の一部を改正する政令（昭和５５年政令第１９６号）の施行日（昭和５６年６月１日）前に建築されたものであること。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りではない。
(2)　所有権以外の権利が設定されていないものであること。ただし、権利者から同意を得ている場合を除く。
(3)　建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条に規定する建築士が「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（平成１８年１月２５日国土交通省告示第１８４号）別添第１「建築物の耐震診断の指針」に基づく評価方法による耐震診断を行った結果、地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高いと判断されたものであること。ただし、木造で昭和56年5月31日以前に新築の工事に着手した住宅の除却については、「旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断調査票」（以下「耐震診断調査票」という。）によって、倒壊の危険性があると判断されたものを同等とする。
(4)　現に一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅（延べ面積が１，０００㎡以上であり、かつ、地階を除く階数が３階以上のものを除く。）の用に供している建築物で、店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のもの）を含む。また、一戸建て住宅又は長屋にあっては３階建て以下とする。
(5)　当該補助を受ける目的で故意に破損等をさせたものでないこと。

（補助対象者）

第３条　補助金の交付対象となる者（以下「対象者」という。）は、解体工事を行う補助対象住宅の所有者又は所有者の同意を得た者（共有の場合にあっては、共有者の全員により合意された代表者）とする。
（補助対象工事）

第４条　補助の対象となる工事は、対象者が補助対象住宅をすべて解体処分する工事（以下「解体工事」という。）とする。ただし、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、適正な分別解体、再資源化等を実施するものに限る。
（補助対象経費）
第５条　補助金の対象経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象住宅の解体工事に要する費用（建築物の解体、運搬及び処分、粉塵、騒音対策等に要する費用を含み、消費税及び地方消費税相当額を除く。）とする。同一敷地内の複数棟について補助申請する場合は、各費用を合算した額とする。
（補助金の額）
第６条　補助金の額は、次の各号に掲げる額とする。
(1)　一戸建ての住宅については、補助対象経費（複数棟ある場合はその合算した額）に２３．０％を乗じて得た額（５００，０００円を限度とし、１，０００円未満の端数は、これを切り捨てる。）
(2)　長屋又は共同住宅の場合については、補助対象経費（延べ面積１平方メートルにつき３９，９００円を限度とする。）に２３．０％を乗じて得た額（１，０００，０００円を限度とし、１，０００円未満の端数は、これを切り捨てる。）

（補助金の交付申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする者は、工事等契約の締結前に生駒市既存住宅解体工事補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1)　補助対象住宅の位置図及び写真（全体が確認できるもの）
(2)　解体工事見積書（様式2号）及び解体工事費用の見積書の写し
(3)　耐震診断結果報告書の写し（耐震診断技術者の氏名及び資格の記載のあるもので、複数棟ある場合は各々のもの）及び耐震診断技術者の資格証の写し又は「耐震診断調査票」及び倒壊の危険性があると判断した写真
(4)　補助対象住宅の建築時期が確認できる書類

(5)　補助対象住宅の延べ面積が確認できる書類
(6)　補助対象住宅の所有者が確認できる書類（所有者以外の者が申請する場合にあっては所有者の同意書を、共有の場合にあっては申請代表者への共有者の同意書又はこれに代わる書類を添付すること。）
(7)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
（交付決定及び通知）

第８条　市長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにその内容を審査して、補助金の交付の可否の決定をするものとする。

２　市長は、補助金交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）に対しては生駒市既存住宅解体工事補助金交付決定通知書（様式第３号）により、交付しないと決定した者に対しては生駒市既存住宅解体工事補助金不交付決定通知書（様式第４号）によりそれぞれ通知するものとする。この場合において、補助金の交付の目的を達成するため市長が必要と認めるときは、条件を付することができる。
（工事の変更及び申請の取下げ）
第９条　交付決定者は、補助事業の内容又は補助対象経費の配分を変更しようとするときは、既存住宅解体工事等補助金交付変更申請書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　（１）解体工事見積書（様式第２号）及び解体工事費用の見積書の写し

　（２）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２　市長は、前項の規定による申請に対する交付の決定については、前条第２項の規定を準用する。
３　交付決定者は、補助金の交付申請を取り下げるときは、速やかに既存住宅解体工事補助金交付申請取下げ届（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
４　市長は、前項の規定による取り下げの届出があったときは、前条の補助金の交付決定が取消されたものとみなす。

（完了報告）
第１０条　交付決定者は、補助対象工事の完了後速やかに、生駒市既存住宅解体工事完了報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1)　解体工事の契約書の写し

(2)　解体工事の着手前、工事中及び完了時の写真
(3)　解体工事精算書(様式第２号)

(4)　解体工事費用の領収書又は請求書の写し
(5)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
（補助金交付額の確定）

第１１条　市長は、前条に規定する完了報告があったときは、速やかにその内容を審査して、補助金の額を確定し、生駒市既存住宅解体工事補助金交付額確定通知書（様式第８号）により交付決定者に対して通知するものとする。

（補助金の請求及び交付）

第１２条　市長は、前条の規定による補助金の額の確定をしたときは、交付決定者から提出される生駒市既存住宅解体工事補助金交付請求書（様式第９号）により補助金を交付するものとする。

（補助金の交付決定の取消し）

第１３条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消すことができる。

(1)　不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。

(2)　補助金の交付決定の内容又は市長が付した条件に違反したとき。

(3)　この要綱又は生駒市補助金等交付規則に違反したとき。　
（情報の提供）

第１４条　交付決定者は、市長の求めにより当該補助事業により得た情報について、必要な限度において提供するものとし、市長は、これを使用及び提供することができるものとする。
（交付決定者に対する指導及び助言）

第１５条　市長は、当該補助事業の適正かつ円滑な執行を図るため、必要があると認める場合、交付決定者に対し、報告を求め、必要な指導及び助言をすることができる。
（施行の細目）

第１６条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
（補助金の終期）
第１７条　この要綱は、予算の範囲内において、令和７年度分から令和９年度までの分の補助金に適用するものとする。
附　則（平成２９年５月１２日）
この要綱は、平成２９年５月１６日から施行する。

附　則（平成３０年４月１日）

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

　    附　則（平成３０年５月７日）

この要綱は、平成３０年５月７日から施行する。
附　則（令和元年５月９日）

この要綱は、令和元年５月９日から施行する。
附　則（令和４年２月９日）

この要綱は、令和４年２月９日から施行する。
附　則（令和４年４月１日）

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附　則（令和７年４月１日）

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
